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１．はじめに

『反貧困』（湯浅２００８）など，現在日本の貧困を取り扱った著書の出版が相次

いでいる。また，『ルポ�貧困大国アメリカ』（堤�２００８）が話題となっているこ

とに示されるように，米国の貧困問題に対する関心も高い。国民皆健康保険

制度が整備されていないなど「社会保障小国」米国の貧困率が高いことは広く

知られているが，上記湯浅の著書も「雇用のセーフティネット」，「社会保険の

セーフティネット」，「公的扶助のセーフティネット」の「三層のセーフティ

ネット」の綻びと現在日本の貧困問題先鋭化の関連について言及している。

欧州についてはどうであろうか。��は，２０００年代以降，貧困（「社会的排

除」）問題にもソフトな政策調整方式，���（���������	
�	���		

�����	�。調

整のオープン・メソッド）を適用するなど，この問題に対する取り組みを行っ

てきている。そして，２００４年，２００７年に��加盟を果たした諸国もこの政策調

整に参加している。本論文が検討するのは，��新加盟国のうち，その大半を

占めるポスト共産主義中東欧諸国の貧困問題，社会保護システム，社会扶助
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である（なお，社会保護＝��������	�
��
���は日本で一般的に使用されている社

会保障にあたる術語であり，社会扶助はその構成要素の一つである）。

この主題をめぐる筆者の関心（論点ないし課題）は次の２つである。第１は，

��社会政策の新加盟国に対する影響である。既に，筆者は東方拡大過程にお

ける��社会政策の中東欧諸国に対する影響を検討するいくつかの論文を発

表してきた（最近のものとしては，堀林�２００６，���������	�
２００８�）。そこで明

らかにしたことの一つは，１９９０年代における��（諸機関）の中東欧社会政策

に対する影響は世界銀行や���のそれと比較して小さかったこと，��（諸機

関）の影響が強まるのは２０００年代以降であるという事実である。��社会政策

の近年の傾向，とりわけ社会扶助にみられるそれが中東欧新加盟国にどのよ

うな影響を及ぼしているかを明らかにすること，これが本論文の関心（課題）

のひとつである。

第２の関心は「ポスト共産主義諸国の資本主義の多様性」と関わる。先進国

を対象とするアマーブルの「５つの資本主義論」（�������２００３），ホール�ソス

キスの「資本主義の多様性論」（�����������	
��
�
�	��２００１）などの「比較政治経

済学」を援用する，あるいはそこから示唆を得たポスト共産主義諸国の資本主

義の多様性研究が開始されている。筆者は，そうした研究を検討するいくつ

かの論文を発表してきた（最近のものとしては，堀林２００７�，２００７�，及び

���������	�
２００８�）。先進諸国の資本主義多様性論においてもポスト共産主義

諸国の資本主義多様性研究においても「社会保護水準及びそのレジーム」は多

様性を規定するひとつの要因として位置づけられている。ポスト共産主義諸

国の資本主義多様性研究についていえば，この研究の先駆者ボーレ�グレシュ

コヴィッチ論文（��������	�
���
������２００７�，２００７�）は，バルト３国（エストニ

ア，ラトヴィア，リトアニア）を「社会的包摂」度の低い「純粋な新自由主義」，

スロヴェニアを「社会的包摂」度の高い「ネオ・コーポラティズム」，ヴィシェ

グラード諸国（チェコ，スロヴァキア，ポーランド，ハンガリー）を上記両極

の中間にある「埋め込まれた新自由主義」と特徴づけている（後述）。このよう

な特徴づけは，ポスト共産主義諸国間の貧困率や社会保護・社会扶助の現実

の差異を反映したものであろうか。これが本論文で明らかにしたいもう一つ

の論点（課題）である。
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上記の課題を果たすため，本論文において筆者は次のように論を進める。

最初に，��新加盟国のうちポスト共産主義中東欧諸国の貧困実態を明らかに

する。その際，��新加盟国間の貧困率の比較を行うとともに，新加盟国と旧

加盟国との間の所得格差も検討し，域内貧困問題に対する��のアプローチの

現状と課題についても言及する。

次いで，��新加盟国の社会保護の特質を検討する。既に，筆者は中欧の社

会保護システムに関する研究論文をいくつか発表している（包括的なものは，

堀林�２００１�，���������	�
２００６）。本論文では中東欧社会保護システムの全容を

論じることはしないで，社会保護水準・支出構成が��新加盟国の貧困度と貧

困者構成にどのような影響を及ぼしているかを考察する。最後に，��新加盟

（旧共産主義）国の社会扶助を検討する。そこでは，欧州社会扶助の歴史を概

観したうえで，��新加盟国の社会扶助が貧困緩和に果たしている効果，社会

扶助の制度的問題点，��の政策傾向が新加盟国の社会扶助に及ぼしている影

響などについて考察する。

以下の叙述において，筆者が主に依拠している文献は，��������	
（２００７），

��������	
����

���（２００７），�����（２００８�）及び����������	�
���
����	��
	��
��

��������	
�����	
��������
�所収の２つの論文，即ち���������	�
��


���
��


������（２００８）と����������	
���
�����
������������	
��������（２００８）である。これ

ら諸文献の場合もそうであるが，��新加盟国の貧困や社会保護に関する近年

の研究がカヴァーしているのは��新加盟（旧共産主義）国のうち，ルーマニア，

ブルガリアを除く８ヵ国（ポーランド，ハンガリー，チェコ，スロヴァキア，

スロヴェニア，エストニア，ラトヴィア，リトアニア）に留まっている場合が

多い。本論文で取り扱う��新加盟国も（多くの場合）これら８ヵ国である。ま

た，以下の叙述で��新加盟国と記す場合マルタ，キプロスを除く旧共産主義

諸国を意味することを予め断っておく。

２．EU新加盟国の貧困問題

拭　現在の貧困問題の背景と貧困リスクの高い集団

共産主義時代に��新加盟国に貧困問題がなかったわけではないが，社会的
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にタブー視されていた。「ソフトな共産主義」国であったハンガリーにおいて

さえ「貧困問題」をテーマとする学会が開催されるに至ったのは１９８２年のこと

である。同国の共産主義時代（１９８０年）にも人口の１０％は「貧困者」であった。

その際，貧困リスクが高いのは農村生活者，高齢者，ロマ人などであった

（��������１９９７：７６）。なお，当時「貧困基準」としては同国統計局が独自に設

けた最低生存ライン（生存に必要な最低消費額）が適用されており，最低生存

ライン以下の生活者が貧困者とされていた（絶対的貧困）。

ところで，一般的に貧困者数の大小（及び総人口に占める貧困者の比重＝貧

困率）は，①（１人あたり���で示される）経済発展水準及び成長率，②経済発

展パターン（地域間格差の小さなタイプの発展パターンであるか否かなど），

③人口・家族構成（少子高齢化のペース，単親・多子家計の比重など），④労

働市場の状態（就業率・失業率の大小，不安定就業者の比重など），⑤労働分

配率，⑥賃金格差，⑦（���に対する公的社会支出の比重などで示される）社

会保護水準とそのシステム，など多くの要因に左右されると考えられる。即

ち，経済発展水準が高く，プラスの成長率であり，発展の地域間格差が小さ

く，総人口に占める生産年齢人口の比重が高く，家計総数に占める単親・多

子家計の比重が低く，労働市場が完全雇用に近く，労働分配率が低くなく，

賃金格差が小さく，社会保護水準が高い経済社会（国民国家）においては，貧

困率は小さくなるであろう。但し，これら諸要因の組み合わせは何通りもあ

る。例えば，１人あたり���が高くとも，賃金格差が大きく，社会保護水準が

低いなどのため貧困率が高い「先進国」が存在することは周知のところである。

共産主義崩壊以後，中東欧諸国（��新加盟国）の貧困問題は鋭くなったが，

その背景には上記の要因のいくつかにおける変化がある。とりわけ重要なの

は，労働市場の劇的変化（完全雇用崩壊）であり，それが当諸国の貧困問題を

先鋭にした最大要因であるといえるであろう。発展パターンも現在までのと

ころ貧困率を高める要因となっている。また，後述するように経済発展水準・

社会保護水準は��新加盟国間の貧困率の大小を規定する要因となっている。

社会保護システムと貧困との関係については，社会保護関連支出項目（年金，

医療，家族・育児給付，社会扶助など）に即した個別の検討が必要であり，本

稿の検討課題である。上記諸要因のうち，筆者は労働分配率，賃金格差，少
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子高齢化のペース，単親・多子家族の比重などと��新加盟国の貧困問題との

関係の分析をまだ本格的に行っていない。本稿でも，これらについては若干

言及するにとどめる。

上に掲げた貧困規定要因を全面的に分析せずとも，ひとまず��新加盟国の

現在の貧困問題を共産主義崩壊に伴う経済変動と「生活保障システム」変容の

観点から，大筋以下のように捉えることが可能であると筆者（堀林）は考えて

いる。

共産主義崩壊以後，全ての中東欧諸国は「転換不況」（生産の大幅な減少。特

に１９９０年代前半）を経験した。多くの中東欧諸国では遅くとも１９９０年代後半に

生産は回復に向かい，概して近年の��新加盟国の成長率は旧加盟国よりも高

かった（但し，２００８�年９月以降の国際金融危機・世界同時不況により中東欧諸

国の成長率も低下している）。しかし，中東欧諸国の発展（回復）の地域格差は

大きい。また，共産主義崩壊に伴って従来の「生活保障システム」の（全てでは

ないが）多くの要素が失われるか，あるいは弱体化した。これら（地域格差と

生活保障システム変容）が，��新加盟国の貧困問題の背景として重要である。

まず最初に，中東欧諸国の発展の地域格差についていえば，コメコン貿易

から旧西側貿易への転換の影響が大きい。一方で，コメコン向け輸出企業立

地地域（その多くは旧東側諸国との国境地域）の衰退が著しく当地域の貧困率

は高い。他方で，旧共産主義諸国に進出する旧西側外資系企業は首都と（旧西

側諸国との）国境地域に立地する傾向にあり，当地域の繁栄をもたらしてきた。

しかし，繁栄地域においても外資系企業で雇用されている被教育歴の長い

人々（特に大卒者）と，高技能を必要としない土着の労働集約型産業・企業に

雇用されている人々の間の所得格差は大きい（後者には「ワーキング・プア」も

多い）。

次に，「生活保障システム」変容と貧困の関係についていえば以下のようで

ある。小森田は共産主義時代の生活保障システムを，ポーランドに即して「労

働を起点とする国家的生活保障システム」と特徴づけた（小森田�１９９８：２３９）。

その規定は，他の旧共産主義諸国の生活保障システムについてもあてはまる。

筆者（堀林）の視点で共産主義生活保障システムを整理すれば，それは次の５

つの要素から構成されていた。①国有・準国有企業ベースの完全雇用，②雇
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用に基づく社会保護：年金，医療（社会保険制度であるが保険基金は国家予算

と明確に分離されていない），③国有・準国有企業ベースで提供される各種社

会サービス（典型例は保育・医療関連サービス），④家族・育児給付など普遍

的社会給付（社会保険），⑤生活必需品の国家補助（低）価格である。なお，コ

ルナイは共産主義時代の福祉国家を「早すぎた福祉国家」（経済発展水準と比

較して寛大すぎる福祉支出）と批判しているが（�������１９９７），筆者（堀林）は

「寛大な福祉支出」（相対的に高い集団消費比率）は，同時代の低賃金（低い個人

消費水準）を「補完」するものであったとみるべきであり，共産主義生活保障シ

ステムは「早すぎた福祉国家」というより，国民の生存のために「必要な福祉国

家」であったと考えている。

ところで，共産主義経済崩壊とともに，上記の共産主義生活保障システム

の根幹であった完全雇用が崩れたことが，��新加盟国の貧困問題先鋭化の最

も大きな要因であったことは既に述べた通りである。失業者，とりわけ長期

失業者の貧困リスクは高い。なお，��新加盟国における完全雇用崩壊は，と

りわけ低い就業率（そこには，就業意志がありながらも就職困難のため就業活

動をしていない人々及び劣悪な労働条件と低所得の非公式セクター従事者の

存在が反映されている）として表現されていることに留意が必要である。即ち，

表１に示されているように，２００５年のスロヴェニア，ハンガリーの失業率は

��旧加盟（１５ヵ）国平均よりも低く，チェコ，エストニアのそれは旧加盟国

平均と同程度であるが，スロヴェニアを除く全ての新加盟国において生産年

齢人口の就業率は旧加盟国平均よりも低い（２００５年）。特に，ポーランド，ハン

ガリー，スロヴァキアの就業率の低さが突出していることに注意すべきである。

国有・準国有企業ベースで提供されてきた社会サービスについていえば，

当企業の倒産や私有化を通じて減少し，保育所など育児サービスは主に地方

自治体所管となったが，地方自治体は，サービス需要（必要）を充分に満たし

ていない。価格自由化に伴い，生活必需品に対する国家補助は共産主義崩壊

以後早期のうちに撤廃された（チェコでは相対的に長い期間存続したが）。こ

れらもまた��新加盟国における貧困問題先鋭化要因である。

他方で，（老齢・障がい・遺族）年金は，失業・貧困軽減のために「運用」さ

れた。即ち，早期退職制度・障害年金を「運用」して年金生活者を増加させる
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ことにより，失業率や貧困率を抑制する試みがなされた（早期退職者は非経済

活動人口となる。上述の低い就業率はこれとも関連している。なお，中欧諸

国の失業対策としての年金制度運用に関する最近の研究に，���������	２００６が

ある）。また，家族・育児給付存続・拡充による貧困軽減策もとられた（後述）。

さらに，失業給付，社会扶助給付，とりわけ最低限所得保障制度（����������	

�����������	�
�����）も貧困緩和のために導入されてきたが，概して��新加

盟国の貧困率は旧加盟国よりも高いのが現状である（後述）。

さらに，��新加盟国の貧困化要因として，上述の発展の地域格差，生活保

障システムの変化のほか，マイノリティの「社会的排除」を指摘する必要があ

る。中欧諸国のロマ人の貧困，「アイデンティティ・ポリティクス」（ナショナ

リズム）に起因するバルト諸国（特に，エストニアとラトヴィア）におけるロシア

語使用者（言語的マイノリティ）の貧困はこの「社会的排除」問題と関わっている。

以上と関連して，世界銀行の最近の出版物は，��新加盟国で次の集団の貧

困リスクが高いと指摘している。①長期失業者（一年以上の失業者：被教育歴

が短い人に多い），②経済的斜陽地域の住民，③ワーキング・プア，④バルト

諸国のロシア語使用者，⑤ハンガリー，チェコ，スロヴァキアのロマ人であ

る（（��������	
�２００７：９）。なお，⑤についてハンガリーの例に即していえ

ば，ロマ人の貧困率（２００７年）は約５０％である（������２００８�：５２。貧困率は��

の貧困基準に基づいている。��基準については後述）。

表１　労働市場動向（％）

長期失業者比率失　　業　　率就業率（１５～６４歳）

２００５２００４２０００２００５２００４２０００２００５２００４２０００

３.３３.４３.４７.９８.１７.７６５.１６４.７６３.４��１５ヵ国

４.２４.２４.２７.９８.３８.７６４.８６４.２６５.０チェコ

４.２５.０５.９７.９９.７１２.８６４.５６３.１６０.４エストニア

４.２４.６７.９８.９１０.４１３.７６３.４６２.４５７.５ラトヴィア

４.３５.８８.０８.３１１.４１６.４６２.７６１.２５９.１リトアニア

３.２２.７３.１７.２６.１６.４５７.０５６.９５６.３ハンガリー

１０.２１０.３７.４１７.７１９.０１６.１５２.８５１.７５５.０ポーランド

３.０３.２４.１６.５６.３６.７６５.９６５.３６２.８スロヴェニア

１１.８１１.８１０.３１６.３１８.２１８.８５７.７５７.０５６.８スロヴァキア

（出所）��������	
（２００７）����１０�
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なお，ワーキング・プアと関連して上記世銀刊行物は，（ハンガリーを除

く）全ての��新加盟（旧共産主義）国において，貧困者は非就労者よりも，就

労者のなかに多く見出されるとの興味ある指摘を行っている（世銀刊行物は，

新加盟国の就労者に占めるワーキング・プアの割合が９％，新加盟国を含む

��２５ヵ国―２００４年当時―における同数値が７％であると指摘している。����：９）。

他方で，欧州委員会の出版物（��������	
����

���	２００７）は，（マルタ，ブ

ルガリアとルーマニアを除く）��２４ヵ国において貧困リスクの高い集団とし

て，①単親世帯（多くの場合シングル・マザー。６５歳以下）の構成員，②高齢

（６５歳以上）単身者（多くの場合，女性。そのなかには就業歴のない人が多く含

まれる），③単身世帯の無業者，④カップルのうち双方とも，あるいはそのい

ずれかが有償労働に従事していなくて，子どもがいる（特に３人以上）家計の

構成員，を指摘している（����：４５）。人口構成（高齢者人口比率），離婚率，

労働市場動向，家族形態（南欧の大家族と北欧の小家族等）などにおける相違

により，貧困者全体に占める上記①～④の集団それぞれの比重は国により異

なる。これと関連する新加盟諸国の若干の特徴を述べるとすれば，エストニ

アを除く全ての国（ポーランド，チェコ，ハンガリー，スロヴァキア，スロ

ヴェニア，リトアニア，ラトヴィア）において貧困者に占める比重が最も高い

集団は，１～２人の子どもがいながらカップルのうちどちらかが有償労働に

従事していない家計の構成員である（３人以上の子どもがいる家計の貧困リ

スクが低いわけではない。それだけの子どもを持つ家計数が少ないので，貧

困者総数に占める当家計の比重も，１～２人の子供を持つ家計構成員の貧困

者総数に占める比重よりも低いのである）。エストニアでは，労働年齢にある

人（特に，無業者）の貧困者の比重が高いのが特徴であり，チェコでは単親（多

くがシングル・マザー）家計構成員の貧困者の比重が高い（同国で２番目に多

い貧困者集団。貧困者の１６％を占める）。なお，ヴィシェグラード諸国では高

齢貧困者の（貧困者全体に占める）比重は相対的に小さい（ポーランドの５％

からハンガリーの７�７％まで。��������	
����

���	２００７：５６。ポーランドに

ついては，社会支出に占める年金支出の比重が大きいことが高齢貧困者の比

重が小さいことの背景にある。後述）。

上記の世銀と欧州委員会の分析を総合すれば，��新加盟国における貧困を
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規定しているものとして労働市場（失業者，無業者の貧困），家族構成（シング

ル・マザー及び多子家族の貧困），地域経済格差（斜陽地域の貧困），低賃金

（ワーキング・プア），社会的排除（エスニック及び言語的マイノリティ）など

が重要であるといえよう。

植　貧困基準及び新規加盟諸国間・新旧加盟国間貧困率の差異

上では，��新加盟国における貧困化要因及び貧困リスクの高い集団を検討

したが，その際「貧困基準」（貧困者の定義）に関わる留意点については触れな

かった。貧困問題を取り扱う際には，貧困基準（貧困者の定義）によって貧困

率は異なることに注意する必要がある。それと関連する重要点を指摘すれば，

次のとおりである。

①貧困率は，貧困基準（貧困ラインの設定）に左右される。貧困者を生存線以

下で暮らす人々として定義すれば，貧困者とは「絶対的貧困」状態にある

人々である。その際，生存線を「所得」で測定する場合と「消費」で測定する

場合がある。

②国内の所得集団のなかで相対的に低い位置にある人々を貧困者と定義する

場合，貧困者は「相対的貧困」状態にある人々をさす。����や��統計で示

される貧困率は「相対的貧困」状態にある人々の数の対総人口比率である。

そして，「相対的貧困」は国内的文脈で定義される「貧困」であり，したがっ

て富裕国の貧困者と貧困国の貧困者の生活水準は異なる点への留意が必要

である。

③貧困（及び「社会的排除」）の規定のためには「所得」や「消費」にとどまらない

（社会参加など）別の要素を考慮する必要がある。そして，��はそれを考慮

した貧困の測定も行っている。

上記のうち，①についていえば，旧共産主義諸国のうち筆者が知る限りに

おいてハンガリーとポーランドの統計局は「貧困ライン」＝生存水準（消費額）

を設け，それ以下の所得者を貧困者と規定し，貧困率を公表してきた（「絶対

的貧困」状態にある人口の対総人口比率。�����１９９９：１６２を参照）。これで測っ

た貧困率は，ハンガリーの場合についていえば，１９９２年に２１�５％，１９９４年に

３１�８％と相当高いものであった（��������１９９７：９２）。世界銀行も中東欧地域の
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人々が生存のために必要とする「消費額」を設定し（例えば，２００５年で一日４�３

ドル。購買力平価），中東欧各国の貧困率（「絶対的貧困」状態にある人口の対

総人口比率）の比較を行っている。それによれば，２００４年のリトアニアの貧困

率が２２％，ポーランド２１％，エストニア１８％，ラトヴィア�１４％であり，これ

らの国の貧困率が高い（��������	
�２００７：８）。

②についていえば，����は「世帯所得を家族数や家族構成の違いを考慮し

て，どの世帯の所得も比較できるような等価所得というものに調整」したうえ

で，「この等価所得を低い方から高い方へと並べ，ちょうど真ん中にある世帯

の等価所得（中位所得―引用者）の半分である５０％水準を貧困ライン」として

使っている（岩田�２００７：４７）。��は中位者の等価所得の６０％水準を「貧困ライ

ン」とし，それ以下の所得者を貧困者と定義している。そして，����も��

もこの定義に基づき測定される貧困者人口の対総人口比を各国の貧困率とし

て示している。このように，����も��も「相対的概念」で貧困者を規定して

いる。図１は，��基準に基づく２０００年と２００４年の��２２ヵ国の貧困率を示す

図１　EU諸国の貧困率　（2000年，2004年，％）

2000 2004

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン 

オ
ラ
ン
ダ 

チ
ェ
コ 

デ
ン
マ
ー
ク 

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド 

オ
ー
ス
ト
リ
ア 

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ 

フ
ラ
ン
ス 

ド
イ
ツ 

ベ
ル
ギ
ー 

イ
ギ
リ
ス 

イ
タ
リ
ア 

ギ
リ
シ
ャ 

ラ
ト
ヴ
ィ
ア 

ア
イ
ル
ラ
ン
ド 

ポ
ル
ト
ガ
ル 

ス
ペ
イ
ン 

リ
ト
ア
ニ
ア 

ポ
ー
ラ
ン
ド 

エ
ス
ト
ニ
ア 

ハ
ン
ガ
リ
ー 

ス
ロ
ヴ
ェ
ニ
ア 

0

5

10

15

20

25

（出所）�����（２００８�），�．９７．



��新加盟国の貧困問題・社会保護システム・社会扶助　　（堀林）

－１６１－

ものである。ポーランド，リトアニア，ラトヴィア，エストニアが高く（１８％

～約２０％），チェコ（１０％）が北欧（スウェーデンの９％，デンマークの１１％）と

並ぶ水準にあり，スロヴェニア，ハンガリーとスロヴァキアの貧困率は大陸

欧州諸国のそれ（１２～１６％）に匹敵する。こうして，上記の世界銀行基準で（絶

対的概念の）貧困率が高いポーランドとバルト３国は，��基準による（相対的

概念の）貧困率も高い。

ところで，前述したように「相対的貧困」は「国民的文脈」において貧困を定

義するものである。��基準に即していえば，「各国の」中位所得の６０％以下の

所得者が「各国の」貧困者なのである。他方で，図２に示されるように新加盟

国と旧加盟国の中位所得には大きな差異が存在する。即ち，��旧加盟国（１５ヵ

国）のうちギリシャとポルトガルを除く１３ヵ国の中位所得が，新加盟国のう

ち最も中位所得が高いスロヴェニアのそれを上回っており，スロヴェニアを

除く全ての新加盟（旧共産主義）国の中位所得は旧加盟１５ヵ国のそれを下

図２　EU諸国月額中位所得
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回っている。しかも，最上位ルクセンブルクの中位所得は最下位ルーマニア

の中位所得の１０倍を越えている。

以上のことは，ほとんど全ての��新加盟国において貧困者と規定される

人々の絶対的生活水準が旧加盟国において貧困者と規定される人々の絶対的

生活水準と比べて低いことを示している。もし，「��市民」の中位所得の６０％

を「貧困ライン」として貧困率を表すとどうなるかを示すのが図３である。��

新加盟（旧共産主義）国のうちバルト３国，ポーランド，スロヴァキア，ハン

ガリーの貧困率は７０～８０％に達し，チェコでさえ（��旧加盟１５ヵ国で最も貧

困率の高い）ポルトガルよりも若干高い４８％となる。スロヴェニアだけが南欧

諸国（ポルトガル，ギリシャ，スペイン，イタリア）よりも低い貧困率となる

（１０数パーセント）。このことの��社会政策への含意については後に検討する

ことにする。

③についていえば，����（��������	
����
�	����	������）は，欠如（ないしは

剥奪：����������	
）概念に基づく貧困測定を実施している。それは，調査対象

図３　EU中位所得の60％を貧困ラインとする場合の各国の貧困率　（2005年）
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となる家計に対して食料，衣服，暖房，耐久消費財，社会生活への参加など

１０項目について，それぞれの項目に関してそれを保有しているか（社会生活参

加に関しては，それが可能か）どうかを尋ね，金銭的理由により「欠如」してい

る（あるいは「不可能」である）という回答があった場合，それを「欠如数１」と

して数え，各項目に対する回答から出てくる数を合算し（全てが「欠如」及び

「不可能」の回答の場合の欠如の値は１０となる），調査対象となる家計の数値

（欠如スコア）の平均を表すというものである。この「欠如」（剥奪）を基準とす

る貧困測定は所得による貧困測定の問題点（例えば，インフォーマル・セク

ターが存在する場合の正確な所得捕捉の困難）への対応として有効である。ま

た，「社会参加」という項目を入れることによって「貧困」を「社会的排除」から

図４　平均欠如（剥奪）指数
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も捉える視点を提供するものである。図４は，��２７ヵ国及びトルコの２００３

年の欠如スコアを表したものである（なお，ブルガリア，ルーマニアとトルコ

は「��３＝�����������	
�������３＝加盟候補３ヵ国」と表示されているが，ブ

ルガリアとルーマニアは既に��加盟国である）。

以上の叙述から��新加盟（旧共産主義）国のうち貧困率が相対的に低いの

がチェコ，スロヴェニアであり，高いのがポーランド，バルト３国，ブルガ

リア，ルーマニアであり，中間に位置するのがハンガリー，スロヴァキアで

あることが明らかになる。それは，共産主義時代からの遺産（スロヴェニア，

チェコは共産主義時代に経済的先進国であった）とともに，共産主義崩壊以後

の時代における各国の経済・社会政策のスタンスとも関係している（後述）。

殖　EUの貧困測定方法と社会政策との関連

上述したように，��は各国毎の文脈において貧困率を測定しているのであ

るが，そのことは現行の��の社会政策の性格に対応しているといえる。即ち，

��は「貧困克服」の課題を第一義的には国民国家が果たすべき課題と想定し

ている。実際においても，��共通社会政策の多くは「補完性の原理」（各国主

権の尊重）に基づいて行われている。そして，「貧困」（「社会的排除」）克服もソ

フトな政策調整方法（調整のオープン・メソッド）に基づき実施されている。

他方で，上のことは��が国家間及び地域間格差克服を課題としていないこ

とを意味するものではない。��においてその課題を果たすのは，社会政策で

はなくて地域（構造）政策であると想定されているのである。具体的にいえば，

��は１人当たり���の規模を基準にして１人あたり���が��平均の７５％未

満の地域に「構造基金」を配分している。

しかし，上記のように新旧加盟国間の格差が大きい現状のもとでは，地域

政策と社会政策を緊密に連携させていく必要が高まっているといえよう

（������２００７，も同様の見解を述べている）。筆者（堀林）は，一人あたり���

という経済基準，「��貧困率」（「��市民」の中位所得の６０％以下の貧困者が��

域内人口に対する比率）という社会的基準の双方を意識した格差是正のため

の政策設定が必要であろうと考えている。さもなければ，資本・労働移動を

通じて「底への競争」（�������������	）が起きる可能性がある。
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さらに，筆者（堀林）の観察では旧ハプスブルク帝国に属していた中欧諸国

の国民はオーストリア，ドイツ，イタリア等の生活水準との関連で自らの「貧

困度」を測る傾向にある。即ち，これらの諸国民のなかには，国内的基準では

貧困者に属さないとしても，旧西側隣国の国民と比べ自らを貧困とみなし，

不満を抱えている人がいると想定してよい。こうした不満に応えるためにも

新旧加盟国所得格差の是正を��構造政策のみならず社会政策上の課題とし

て強く位置づけることが必要であろう。

３．EU新加盟国の社会保護システム

拭　資本主義化の政策パターンの相違

新加盟（旧共産主義）国間の貧困率の差異は共産主義時代の経済発展水準に

規定されているところが大きいが（既に述べたように，貧困率の低いスロヴェ

ニア，チェコは共産主義時代にも中東欧の経済先進地域であった），他方で資

本主義化における国家の政策選択にも規定されている。

ポスト共産主義諸国の資本主義多様性研究の先駆者ボーレとグレシュコ

ヴィッチが��新加盟国の資本主義を３つに区分していることを本論文の冒

頭で述べたが，ここで彼らの議論を簡単に敷衍しておくと次のようである。

①スロヴェニアは（自主管理時代の遺産を継承して）労使妥協体制（（産業レベ

ルでの労使交渉や企業内共同決定制度などドイツ型労使関係）を築き，社会支

出（社会保障支出）の対���比が旧共産主義諸国のなかでは相対的に高いなど

（後述）「社会的包摂」度の高い政策を取り「ネオ・コーポラティズム」とでも呼

ぶべき資本主義を形成してきた。②バルト諸国では「アイデンティティ・ポリ

ティクス」（独立維持，ロシアへの従属回避）とも関連して，マクロ経済均衡を

重視し社会支出を抑制するなど「純粋な新自由主義」的資本主義を形成してき

た。③ヴィッシェグラード諸国は，両者の中間にある「埋め込まれた新自由主

義」的資本主義を築いてきた（��������	�
���
������２００７�）。

ところで，���に占める社会保護支出の比重は「埋め込み」（「社会的包摂」）

の度合いに関わる一つの指標である。図５はスロヴェニアのそれが相対的に

高いこと，バルト３国が低く，ヴィシェグラード諸国がその中間にあること
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を示している。スロヴェニアの「社会的包摂」度はボーレ�グレシュコヴィッチ

が指摘するように相対的に高いといえよう。なお，チェコの���に占める社

会支出の割合は，ポーランドやハンガリーよりも若干低いが，ポーランドと

ハンガリーが年金制度を一部民営化したのに対し，チェコが賦課方式の公的

年金制度を維持するなど社会保護システムの構造も加味して考慮すれば，

ヴィシェグラード諸国のなかで，チェコにおいては資本主義経済の社会的「埋

め込み」が相対的に強いといってよいであろう。そして，そのことを共産主義

化以前の時代のチェコにおいて社会民主主義政治勢力の影響が大きかったこと

と結び付けるような解釈（「歴史的経路依存性」の指摘）も可能であろう

（�����������	�
������２００７。筆者のものとしては���������	�
２００８�）。

なお，既に検討した貧困率のみならず，所得格差の大小も「社会的包摂」の

度合いを示す一つの指標である。一般的に，新自由主義的政策が取られてい

る国（社会保護水準の低い国）においては貧困率が高いほか，所得格差も大き

図５　総社会保護支出の対GDP比　（2001年，2003年。％）
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いという傾向が統計上示されてきているからである。図６は，��加盟国のう

ち２２ヵ国のジニ係数を示すものであるが，同図では新加盟国のうちでスロ

ヴェニアとチェコの所得格差が相対的に小さいこと，バルト諸国と並んで

ポーランドの所得格差が大きいことが示されている。高齢者保護などポーラ

ンドでも「社会的包摂」の努力がなされてきたが（後述），同国の社会的包摂は

チェコより弱いといえる。

先に検討したように，貧困は様々な要因に規定されており，（社会扶助を含

む）社会保護水準・システム（の態様）は，その規定要因の一つである。そして，

この社会保護水準・システム（の態様）をめぐる動向は，��新加盟国において

資本主義化の経済・社会政策選択（パターン）と関連を持ってきた。ボーレ�グ

レシュコヴィッチの上で示した見解は，少なくともスロヴェニアとバルト諸

国の間の異なった政策選択（前者の「ネオ・コーポラティズム」，後者の「純粋

な新自由主義」）と，その帰結（貧困率と格差の大きさにおける差異）を示すう

えで有効であるように思われる。但し，ヴィシェグラード諸国の「埋め込まれ

図６　EU諸国のジニ係数

2001

45％ 

40％ 

30％ 

25％ 

20％ 

15％ 

10％ 

5％ 

0％ 

35％ 

2004

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン 

デ
ン
マ
ー
ク 

ス
ロ
ヴ
ェ
ニ
ア 

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド 

オ
ラ
ン
ダ 

チ
ェ
コ 

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ 

オ
ー
ス
ト
リ
ア 
ベ
ル
ギ
ー 

ド
イ
ツ 

ハ
ン
ガ
リ
ー 

フ
ラ
ン
ス 

ス
ペ
イ
ン 

ア
イ
ル
ラ
ン
ド 

イ
タ
リ
ア 

ギ
リ
シ
ャ 

イ
ギ
リ
ス 

エ
ス
ト
ニ
ア 

ポ
ー
ラ
ン
ド 

リ
ト
ア
ニ
ア 

ラ
ト
ヴ
ィ
ア 

ポ
ル
ト
ガ
ル 

（出所）��������	
����

���（２００７），�．１３．



金沢大学経済論集　第２９巻第２号　　２００９.３

－１６８－

た新自由主義」という規定について言えば，その例証のために各国（チェコ，

スロヴァキア，ポーランド，ハンガリー）毎のより詳細な分析の課題が残され

ているように思われる。次に，��新加盟国の社会保護システムの共産主義崩

壊以後の変化と現状をみることにする。

植　社会保護システムの変化と現状

前述したように，共産主義社会保護システム（福祉システム）の特徴は「労働

を起点とする国家的保障システム」（小森田）であった。それは，国家財政と明

確に分離されていないものの，社会保険（年金・医療）からの給付が社会給付

の中心である点で「保守主義」（大陸欧州型）に類似しており，他方で女性の就

業率が高い点で（社会保険からの相対的に寛容な育児給付・相対的に長い休暇

制度，広範な公的保育サービスなどが高い女性就業率をもたらした点で）「社

会民主主義」（北欧型）に類似するものであったといえる。但し，共産主義社会

保護システムの大きな欠点は当システム形成・運営における民主主義の欠如

にあった。また，普遍的な社会扶助（特に，権利としての最低限所得保障制

度）及び失業保険・扶助制度の欠如（但し，ハンガリーでは共産主義末期に失

業保険制度導入）などの点で共産主義社会保護システムは，多くの��旧加盟

国のそれとは異なるものであった（後述するように，��旧加盟国のいくつか

ではまだ普遍的最低限保障制度が整備されていないという事実にも留意すべ

きであるが）。

共産主義崩壊以後の��新加盟（旧共産主義）国社会保護システムの変化の

規定要因は概ね次の３つに整理される。①「欧州回帰」願望，②大量失業・貧

困問題の広がり，③���，世界銀行，���など国際機関及び��機関からの影

響である。

「東欧革命」の推進要因の一つに「欧州回帰」願望があったのは事実である。

また，共産主義崩壊（１９８９���９１年）以後～１９９０年代半ばまでの期間には，「転換

不況」により大量失業が発生し，貧困問題の広がりがみられた。これらを背景

に，���（１９９２年，ブダペストに事務所設置）の助言も得ながら，この期間に

多くの中東欧諸国は社会保護システムを大陸欧州諸国のそれに近づける試み

を実施した。どこでも失業保険（保険料財源）・失業扶助制度（税源），社会扶
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助制度が（税源。多くの国では「最低限所得保障制度」も）導入され，年金・医

療給付に関しては社会保険制度をベースとする方向での制度改訂がなされた。

家族・育児給付については財源が社会保険から税に変更された。こうして，

��新加盟（旧共産主義）国の社会保護システムは「欧州化」傾向を強めた。しか

し，「欧州化」において��機関の果たした役割は小さかった。

資本主義化の当初から旧共産主義諸国の経済政策に強い影響を及ぼしてい

た���・世界銀行のうち，世界銀行による旧共産主義諸国の社会保護システ

ム再編に対する関与が１９９０年代半ば以降強まった。世界銀行が旧共産主義諸

国に勧めたのは，失業給付削減や家族給付削減とその「ミーンズ・テスト化」

などを通じた社会支出削減，民営化を含む混合年金制度導入（公的賦課方式の

第１の柱，義務的積立・民間基金運用の第２の柱，任意民間年金の第３の柱）

などであった（それらを新自由主義的社会政策と特徴づけてよいであろう）。

前者の社会支出削減については，ほとんど全ての��新加盟国において失業

給付額削減と給付期間短縮，家族給付（児童給付が中心であるが，その他各種

給付がある）の「ミーンズ・テスト化」が実施された。そして，年金制度につい

ていえばハンガリーを皮切りにして（１９９８年），２００２年までの期間に��新加

盟国のうちポーランド（１９９９年），ラトヴィア（２００１年），エストニアとブルガ

リア（２００２年）において世銀構想を反映する混合年金制度が導入された（部分

的民営化実施）。しかし，チェコ，スロヴェニア，ルーマニア，スロヴァキア

は基本的に賦課方式の公的年金制度を維持してきている。

ところで，��加盟条件を示したコペンハーゲン基準（１９９３年）には社会政策

上の要請はなく，遵守すべき��法（アキ・コミュノテール）にも加盟候補国に

対する社会政策上の要請は少なかったこともあり，��機関が中東欧諸国の社

会保護システム再編に及ぼす影響は１９９０年代を通じて小さいものであった。

他方で，��の「リスボン戦略」（２０００年）には「社会政策アジェンダ」（２０００～

０５年及び２００５～２０１０年）が含まれており，「社会的排除」（貧困）問題を「調整の

オープン・メソッド」（���）で取り扱うことが規定されているが，この調整

プロセスに中東欧諸国は，��加盟以前の時期から組み込まれることになった。

そして，それ以後��社会政策の新加盟（旧共産主義）国への影響がみられるよ

うになるのである。その最も顕著な例として，１９９０年代以降の��雇用・社会
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保護政策において強調されている「アクティベーション」（����������）アプ

ローチが，新加盟国の（雇用政策のみならず）失業保険・扶助，社会扶助制度

に浸透していることを挙げることができるであろう（後述）。

上のような推移を経て，現在��新加盟（旧共産主義）国の社会保護システム

は，①年金・医療・疾病保険及び雇用保険（失業給付のほか積極的労働市場労

働政策を賄う），②税で賄われる家族給付，③税で賄われる社会扶助・失業扶

助（後者は社会保険からの失業給付期間が終了した後に，給付される）から構

成されている。なお，公立保育所削減などにより公的育児サービスは後退し

ている。図７が示すように，社会保護支出のうち，支出割合が最も大きな項

目はどこでも年金給付であり，次いで疾病・保健関連給付，家族給付などへ

の支出が大きく，他方で失業給付や社会的排除関連（社会扶助）給付の支出割

合は小さい。

��新加盟国に共通する特徴の一つは，共産主義時代からの遺産を継承し，

児童給付を中心とした家族給付の比重が相対的に大きいことである。それは，

特にハンガリーの場合顕著である。新加盟国のなかで，ポーランドは年金給

付の社会保護支出に占める割合が最も高い国であるが，それは同国の実質的

退職年齢が低いからである。ポーランドは年金財政の持続可能性の見地から

ラディカルな年金改革を実施したが，様々な特例措置により現在までのとこ

ろ顕著な年金支出削減は起きていない（詳細は，吉野�２００７）。以上のように，

図７　社会保護支出の内訳　（2003年，％）
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児童・家族給付（特に，ハンガリーのそれ）は労働年齢の人々，年金（特に，

ポーランドのそれ）は高齢者の貧困問題対処（予防，緩和）において重要な役割

を果たしているのである。このように，��新加盟国の貧困対策を検討する際

には（他の国を検討する場合もそうであろうが），分析を社会扶助に限定せず，

他の社会保護支出項目に目配りすることが重要である。

医療についていえば，ハンガリーでは社会保険基金への民間資金導入，患

者の診察・入院費の一部患者負担導入などの意思が政権から提起されてきた

が，これに対する国民からの反発は強い。同国において２００８年３月に大学授

業料導入，受診・入院費の一部患者負担導入の是非を問う国民投票が実施さ

れたが，国民は大差で拒否の姿勢を示した（柳原�２００８：２１０）。��新加盟国に

おいては，労働運動や大衆運動は強くないものの，「国家が社会保護に責任を

負うべきである」とする共産主義時代から継承されている意識が国民のなか

にいまなお強く（共産主義の遺産），それが当諸国においては社会保護削減に

対する一定の歯止めになっていると筆者（堀林）は（肯定的に）評価している

（なお，筆者とは逆にこうした共産主義からの残存物を，近代化＝資本主義化

の遅れとして批判する経済学者は多い）。

４．EU新加盟国の社会扶助

ここでは，社会扶助の規定，欧州社会扶助の歴史，��旧加盟国の社会扶助

をみた後，本稿が分析対象とする��新加盟国の社会扶助の現状を検討したい。

なお，ここでの叙述の多くは���������，�����������	�
�������２００８（���������

��������	
����������
�	����
����������������	�
���所収論文）に依拠していること

を予め断っておく。

拭　社会扶助の規定と欧州社会扶助の歴史

���（１９４２年）の社会扶助に関する規定は「すくない財力（�����）しか持たな

い人に対して，最低必要水準を満たすために充分な額（�������）の給付を，税

を財源として，権利として付与するサービスあるいはスキーム」である。この

規定が意味するのは次の４点である。①選抜的性格：給付対象を「必要とする
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人」に限定，②給付額を，最低必要水準を満たす額と規定（なお，「最低必要水

準」は社会的・歴史的文脈で規定されると考えられる―堀林），③給付はチャ

リティや任意ではなく権利（法）に基づく，④給付財源は社会保険ではなくて

税である（����������	
��
����	���	��
����	２００８：２１９）。

��（欧州理事会）は，１９９２年の勧告で「国民的ミニマム（最低必要水準）がぎ

りぎりの生存水準を意味するものではない」ことを明確にしている。即ち，そ

こでは諸個人が人間の尊厳を保ちながら生きるために充分な資源を保有する

権利，そのための扶助を受ける基本的権利を有すると規定されている。諸個

人が人間の尊厳を保ちながら生きることのなかには，「社会参加」（社会的統合）

が含まれる。社会扶助（特に，最低限所得保障＝����������	
������	
������	

���）は，貧困者の「最後の頼り」（セーフティネット）であるが，それは貧困者

を諸権利の体系に再統合するものでなければならないというのが欧州理事会

の勧告の趣旨である（なお，日本国憲法２５条の生存権に関して朝日訴訟第一審

判決では「生存」が「人間的生活」を意味するとの判断を示したが，それは上述

したような１９９２年の欧州理事会勧告の立場に近いといえる）。こうして「社会

的排除」をなくし「社会的包摂」を促進することが，１９９０年代以降��社会政策

（社会扶助）の基調となっているのである（����：２３０）。

欧州社会保護システムの歴史において社会扶助は社会保険に先行するが，

一定のカテゴリーに属する集団（例えば，障がいを持つ人々，山岳地帯など不

利な地域に住む人々等々）向けではなく，普遍的スキームの社会扶助（即ち，

全ての人々に最低限所得を保障する���プログラム）が導入されたのは戦後

のことである。１９６０年代にドイツ，オランダ，イギリスが最低限所得保障ス

キームを導入した。ベルギー，デンマーク，アイルランドがそれに続き（１９７０

年代），スウェーデン，フィンランド，フランス，ルクセンブルクでの導入は

１９８０年代，ポルトガルでの導入は１９９６年である。スペインでは全国レベルで

はなく，地域単位で最低限所得保障制度が規定されている。イタリアには国

家の義務としての最低限保障制度は存在しないが，中部・北部では広く普及

している。ギリシャにおいてはカテゴリー別社会扶助は存在するものの，普

遍的社会扶助（最低限所得保障制度）は存在しない。��新加盟（旧共産主義）国

で普遍的な最低限所得保障制度が導入されるのは１９９０年代以降のことである
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（����：２２０）。

以上のように，欧州で普遍的最低限保障制度が導入されたのは比較的新し

く，またそれを持たない��加盟国も存在するということである（但し，普遍

的最低限保障制度がない国でも社会扶助―カテゴリー別―制度は存在する）。

他方で，��加盟国の多くが普遍的最低限保障制度を持つことは，欧州社会（モ

デル）を米国社会と隔てる一つのファクターであるといえよう（����：２１８）。

植　EU旧加盟国の社会扶助の現状：行政，寛容度，最近の政策傾向

社会扶助行政についていえば，��旧加盟国において，一般的に地方政府が

担っているが，その際３つのタイプがある。①全国標準のスキーム（資格要件，

給付水準）があり，地方政府に裁量余地がほとんどないフランス，デンマーク，

ドイツ，オランダのようなタイプ，②中央政府は社会扶助の原則を定めるが，

資格要件や給付水準は地方政府，市町村レベルで決められるため，それら（資

格要件，給付水準）が地域によって異なるオーストリアやスペインのようなタ

イプ，③資格要件，給付水準の全国標準が法律で定められているものの，地

方政府レベルで追加的給付（住宅費扶助，医療費扶助，光熱費扶助など）が可

能なフィンランド，スウェーデン，ベルギー，ポルトガルのようなタイプで

ある。

社会扶助の給付水準についていえば，デンマーク，オランダ，フィンラン

ド，アイルランドなどの給付水準が相対的に高い（����：２２７及び図10参照）。

それは「社会的排除に関連する支出」の対���比を示す図８ともある程度対応

する。しかし，周知のようにアイルランドの貧困率は高い（����統計によれ

ば，２００４年に１５．４％。����加盟国のなかでメキシコ，トルコ，アメリカに

次いで４番目に高い）。社会扶助の貧困緩和効果は，「給付水準」のほか「資格

要件」（の寛容度），行政側での「貧困者捕捉努力」（広報による周知など社会扶

助を「必要とする人」の制度へのアクセスを容易にする取り組み）などにも規

定される点に留意すべきである。また，前述したように貧困率は社会扶助以

外の社会保護項目にも規定される点は旧加盟国の場合にも言える。例えば，

ドイツやベルギーでは社会扶助よりも社会保険給付の方が貧困抑制効果を発

揮しているといえる（����：２２６―９）。



金沢大学経済論集　第２９巻第２号　　２００９.３

－１７４－

��諸国では，普遍的最低限所得保障は有償労働への参加を通じて貧困状況

から脱出するための「過渡的措置」であると想定されている（但し，病人，高齢

者，育児・介護に携わる必要がある人は例外である）。そして，��は１９９０年

代以降，雇用（増加）を重視し，２０００年のリスボン・サミットにおいて就業率

引き上げの数値目標（当時の６１％から２０１０年の７０％へ）を掲げた。また，��レ

ベルでのソフトな政策協調方式（���。調整のオープン・メソッド）は雇用政

策のみならず社会扶助の領域でも実施されてきており，そこでは「アクティ

ベーション」（労働市場参加）を通じた社会的統合，社会的包摂が強調されている。

社会扶助給付や失業給付を就労と結びつける場合，「アクティベーション」

と「ワークフェア」の異同という論点が生じる。本稿では，その論点に深入り

はしない（若干の私見を後で示すが）。ただ，貧困者に対して就労努力を求め

る傾向が��社会政策で強まっており，それは大なり小なり��加盟国の社会

図８　社会的排除に関連する支出　（対GDP比，％，2003年）
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扶助の制度設計に影響を及ぼしていることを指摘しておく。例えば，デンマー

クの場合，３０歳以下の社会扶助受給者は社会扶助受給開始から３ヵ月後に，

３０歳以上の社会扶助受給者は１年後に職に就く（��������）ことを要請され，政

府はそれを可能にするため雇用訓練・再訓練・フレックス雇用・軽度のジョ

ブを提供するという主旨に即して社会扶助制度が運用されている。他の旧加

盟国も，緩やかであるが社会扶助受給者に「ワーク・テスト」（最小限の場合で，

失業登録すること，求職活動をすることがそれにあたる）を課す傾向にある

（�����：２２９－３０）。

殖　EU新加盟（旧共産主義）国の社会扶助：給付水準・行政・最近の傾向

世界銀行の刊行物は中東欧の��新加盟（旧共産主義）国のうち，２００４年の

加盟８ヵ国（ヴィシェグラード４ヵ国，バルト３国，スロヴェニア）の全てに

おいて最低限所得保障（���）プログラムが導入されているとし，その概要を

示している（��������	
�２００７：６３―５）。それによれば，���は基本的には各

国が独自に設けている「最低限所得」と実際の所得の差額を（後者が前者を下

回る場合に）支給するシステムとして設計されている。なお，ハンガリーにつ

いて，世銀刊行物が同国に���が存在するとしているのに対し，����������	

�����������	�
������は，ハンガリーを���が存在する��加盟国のなかに含め

ていない（����������	
��
����	���	�
����	２００８：２２０）。柳原もハンガリーの社

会扶助はカテゴリー別―老齢・障がい扶助，児童保護扶助，住宅扶助など―

に設計されており同国に���は存在しないとしている（柳原�２００８：２０７）。

前出の図８が示すようにスロヴェニア，スロヴァキアの社会的排除関連支

出の���に占める比重は高く，チェコの比重もオランダのそれに匹敵する水

準にある。他方で，リトアニア，エストニアの社会的排除関連支出の対���

比は低い。���向け支出の対���を示す図９において，スロヴァキア，チェ

コ，スロヴェニアの最低限所得保障プログラム支出の対���比率が高く（スロ

ヴァキアでは２００２年以降減少傾向にあるが），バルト３国の比率が低いことが

確認される。ポーランドの最低限所得保障プログラムの対���比率は２００３年

まで高かったが，２００４年に急減している。既にみたようにバルト諸国の社会

保護支出の対���比は低いが，社会扶助向け支出の対���比も低く，このこ
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図９　CMI向け支出の対GDP比（％）
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図10　社会扶助受給家計の純所得　（対貧困ライン2004年，％）
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ととこれらの国における貧困率の高さには関連があるといえよう。

ところで，���（または，社会扶助支出）は貧困緩和に貢献しているのであ

ろうか。図10は，シングル家計（２人の子供がある場合，子供のない場合），

カップル家計（２人の子供がある場合，子供のない場合）の社会扶助受給者の

所得と貧困ラインの所得（中位所得者の６０％）との関係を示すものである。��

の新旧の加盟国双方がサンプルとして示されているが，新加盟国に即してい

えば，ポーランドの社会扶助受給者が（社会扶助を通じて）貧困ラインの所得

に近くなっており，次いでチェコがそうであり，ハンガリー，スロヴァキア，

エストニア，リトアニアの社会扶助受給者の所得は貧困ラインの所得の５０％

ないしそれ以下であることが確認される。したがって，ポーランド，チェコ

の社会扶助給付水準は他の４ヵ国と比べて寛容であるといえよう。さらに，

図10は��新加盟国のいずれにおいても子供を有する家計を優遇する社会扶

助給付が実施されていることも示している。

図11　生産年齢（16～64歳）の社会扶助受給者の純所得　　（対貧困ライン，2004年，％）
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しかし，図11が示すように社会扶助給付額の水準の高さ（��������）は，必

ずしも低い貧困率をもたらすわけではない。上述したように，たとえ社会扶

助給付水準が相対的に高くとも行政当局による貧困者の捕捉能力が低く，給

付資格が厳しければ社会扶助の貧困緩和効果は弱められる。また，社会扶助

とはほかの要因が貧困を緩和している場合がある。既に述べたように，社会

保険の充実が貧困緩和に大きな役割を果たしているのがドイツ，ベルギーで

ある。また，図11に示されているチェコの貧困リスクの小ささを����������	

�����������	�
������は，同国における第一次所得（再分配以前の所得）の相対

的に平等な分配に求めている（����������	
��
����	���	�
����	２００８：２２９）。さ

らに，世界銀行の刊行物はハンガリーに関して，同国の多彩な（選抜給付でな

い普遍的給付も含め）家族・児童給付について詳述しているが（��������	
�

２００７：４７―４９），筆者（堀林）はこれらの家族・児童給付が同国においては社会

扶助給付水準の低さを補完していると考えている。他方で，多くの種類の家

族・児童給付の存在は公的育児サービスの減少と相まって，女性の職場復帰

までの期間を長くし，また再就職を困難にしていること，そしてそれが同国

の低い就業率の要因の一つとなっていることにも注意が必要であると考えて

いる（同国のジェンダーをめぐる問題については，堀林�２００１�，を参照されたい）。

ポーランドの社会扶助給付水準が他の��新加盟国に比して高いにもかか

わらず，同国の貧困率が高い原因のひとつは社会扶助給付が「真にそれを必要

とする人々」に行き渡っていない点にあると思われる。これは社会扶助行政と

も関連している。概して言えば，新加盟国の社会扶助行政は分権的である（こ

の点でスペイン，オーストリア型であるといえる）。分権化は，社会扶助の必

要を現場に近い所で捉える点で望ましいといえるが，適切な財源保障がない

と給付の地域格差を生むリスクを伴う。この問題が顕在化している典型例が

ラトヴィアである。ラトヴィアでは社会扶助財源・行政の双方が地方政府に

委ねられているところから，社会扶助給付総額の４０％が最も富裕な首都リガ

で支出されるという事態が生じた。他方で，貧しい地方の貧困者に社会扶助

が給付されていない（２００４年。��������	
�２００７：３１）。ポーランドにおいては，

社会扶助行政当局が「給付を真に必要とする人」を充分捕捉できていないとい

う問題があり（����：２６），そのことも同国の高い貧困率の「一つの要因」となっ
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ているといえよう（但し，社会扶助はあくまで貧困者に対するセーフティネッ

トであり，高い失業率や大きな地域格差などが，同国の高い貧困率の要因と

してより重要であると思われる）。

前述したように，��新加盟国において「ワーキング・プア」が就業者に占め

る比重が高いこと（９％，前述），そこから生じる就労意欲低下を緩和する政

策が��新加盟国で実施されている。ワーキング・プア家計に対する税控除が

その一つである。スロヴァキアは２００２年にワーキング・プア家計の税控除も

含む「新社会政策」を導入した。「新社会政策」は全体としてアクティベーショ

ン（就業への動機づけ）を重視するものであり，それを通じて社会扶助支出抑

制をめざすものであった（前出の図９参照。２００２年以後���向け支出の対

���比低下）。このほか，スロヴァキアは（外資導入促進をめざす）法人税減額，

一律所得税率導入（累進制廃止）などを実施しているところから，同国のアン

グロサクソン型資本主義への傾斜（ネオリベラル・ターン）を指摘する見解も

ある（��������	��
���	２００７）。他のヴィシェグラード諸国（チェコ，ポーランド，

ハンガリー）に先んじてユーロ圏入りを果たす（２００９年）など，近年のスロヴァ

キアの動向は注目に値する。なお，エストニアにもワーキング・プアに対す

る税控除制度がある。

他方で，アクセス可能な職の賃金が低いため失業者（特に長期失業者）が就

労意欲を持たないという問題（即ち，失業保険・扶助受給者からワーキング・

プアへの移行は魅力ある選択ではない）に対処するために，（賃金に加えて）暫

定的に社会扶助を給付するという制度がハンガリーとスロヴァキアで導入さ

れている（���������	�	
��：���。就労給付）。これもアクティベーション政策

の一環である（以上のアクティベーションに関する叙述は，��������	
�２００７：

３５―４２）。

筆者（堀林）は，アクティベーション（就業促進）政策自体を否定しないが，

社会扶助受給と就労とのリンクを過度に強調すると，権利としてのセーフ

ティネット（最後の頼り）という本来の社会扶助の理念が薄められ，「アクティ

ベーション」が「ワークフェア」に転化するのではないかという懸念を持って

いる。そして，筆者が懸念することが新加盟国を含む��諸国において顕著に

なれば，それは「欧州社会モデル」の変質につながるであろうと考えている。
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前述したように，ハンガリー，チェコ，スロヴァキアの貧困・社会的排除

問題は，エスニック・マイノリティ（ロマ人）のそれと重複する部分が大きい。

スロヴァキアでは「欧州社会基金」（���）を（ロマ人を含む）コミュニティの社

会プロジェクトに振り向けるなどの施策を通じて「社会的排除」問題に取り組

もうとしている（��������	
�２００７：３３－４）。ハンガリーでも２００７年末に政府

が決定したロマ人の社会的統合プログラムには地域開発プログラムを含む５０

以上のプロジェクトが含まれている（柳原�２００８：２０８）。

全体として，近年のハンガリーとスロヴァキアの政権は，社会扶助を含む

社会政策において���������	��	�
�に近い言説を取ってきたが，その実施面で

スロヴァキアが先んじ，そのことも同国がいち早くユーロ圏入りを果たす一

つの要因となったといえる。しかし，スロヴァキアの「成功」を「欧州社会モデ

ル」の視点からみて成功であるといえるかどうかは，また別の問題である。

５．小　　括

本稿の目的の一つは��社会政策が新加盟国に及している影響の検討で

あった。既に，筆者はこれまでの研究において「社会的欧州（欧州社会モデル）」

建設の遅れが，現在の��が抱える問題点の一つであると指摘してきた

（���������	�
２００８�，堀林�２００６）。

２０００年のリスボン・サミットは，��諸国が「より多くの，そしてより良い

雇用とより大きな社会的結束を伴う持続可能な世界で最も競争的でダイナ

ミックな知識基盤経済」になることを課題として掲げたが，実践上重視されて

きたのは「競争的」経済であった（「競争的欧州」）。「「社会的結束」，「多くのよ

り良き雇用」，「社会的統合」，「社会的包摂」（社会的排除の克服）など「社会的

欧州」建設は２義的課題と位置づけられ，あるいは競争力強化の手段として位

置づけられる傾向にあった。この点と関わって，��社会政策の新加盟国への

影響という点で顕著なものの一つは「アクティベーション」アプローチであっ

たといえる。そのアプローチは旧加盟国だけでなく新加盟国の社会扶助の分

野にも浸透し始めている。筆者（堀林）は「アクティベーション」自身を否定し

ないが，それが「ワークフェア」に転化する可能性があるとの危惧を持ってい
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る。そして，「ワークフェア」は「欧州社会モデル」に馴染まないと考えている

（「権利としての労働」は人間の尊厳と緊密に結びついているが，「強制として

の労働」は人間の尊厳を傷つけるから）。

本稿のもう一つの目的は，��新加盟国の社会扶助を含む社会保護と資本主

義の多様性との関連を明らかにすることであった。「純粋な新自由主義」（バル

ト諸国），「埋め込まれた新自由主義」（ヴィシェグラード諸国），「ネオ・コー

ポラティズム」（スロヴェニア）の３つの型を抽出したボーレ�グレシュコ

ヴィッチの見解（��������	�
���
������２００７�）は，貧困率や社会保護のあり方と

関わらせた場合，バルト諸国とスロヴェニアに対する形容としては適切であ

るといえるが，ヴィッシェグラード諸国を一つのタイプに括るのは困難であ

るというのが本稿における検討結果であるといえよう。チェコの「新自由主義

の社会的埋め込み」は，他のヴィシェグラード諸国よりも強い。それを戦前か

らの「社会民主主義的伝統」と関連させることも可能であろう。他方で，ポー

ランドの社会的「埋め込み」は弱く（高い貧困率），ハンガリーでの社会的「埋め

込み」は不安定である（「新自由主義」と「社会」の対抗激化）。スロヴァキアは

「新自由主義」の性格を強めている。バルト諸国とスロヴェニアが（社会扶助を

含む）社会保護水準において両極にあることは確かであるが，ボーレ�グレ

シュコヴィッチがその中間にあると位置づけているヴィシェグラード諸国の

間には社会保護水準・システムにおいて相違がある。ポスト共産主義諸国の

資本主義の多様性論はより綿密な分析を必要としている。

なお，本稿で触れたように��の「構造（地域）政策」の充実（あるいは構造政

策と社会政策の統合）なくして新加盟国の国民国家レベルでの貧困克服は困

難である。拡大��域内の大きな格差は「底に向けた競争」（ソーシャル・ダン

ピング）を通じて旧加盟国国民の��拡大に対する反発と，新加盟国国民の反

��感情強化をもたらしてきた。国際金融危機と世界不況のなかで，「市場化

的趨勢」から「制度化的趨勢」の時代への移行が開始されているように思われ

る（「市場化的趨勢」と「制度化的趨勢」については山田�２００７）。それが，「ナショ

ナリズム」に基づく「制度化」となるのか，諸国民連帯強化に向けた制度化とな

るのか。世界で問われている選択は��諸国民にも問われているといえよう。
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